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4 .お わ りに

1 .問 題 の 所 在

グローバリゼーションとは一般に,冷 戦後,人 ・モノ・資本 ・情報が大量に

国境を越えて自由に移動するようになった現象を示しm),国
際法の諸分野にお

いても今日大きな影響を与えるようになったといわれる。本稿の目的はこのよ

うなグローバリゼーションが刑事司法にもたらした問題点を考察することにあ

る。ただしグローバリゼーションが現象を説明する概念であり,さ まざまな角

度からの分析が可能であるため,本 稿は次のような視点を設定して,グ ローバ

リゼーションが刑事司法に与えている影響とは何かをはじめに検討しておきた
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い .

まずグローバリゼーションによって刑事分野に大きな変化が生じた,と いわ

れる際に問題とされることに,犯 罪的行為の選択肢が広がったというものがあ

る。例えば遠く離れたテロリストグループがインターネットを利用して連携 ・

協力するようになったことは広 く知られている(2)。ではこのような現象が刑事

司法に関する国際法に大きな変化を迫っていると言えるのだろうか.こ の点に

ついては,国 際刑事法の方法論の特徴に照らして考えなければならない。第二

次世界大戦後, とりわけ1970年代以降の国際刑事法の主流の方法論の特徴とは,

国家の刑事管轄権の尊重を前提としていた。つまり,国 家から刑事管轄権を奪

う枠組みを推進するのではなくて,国 際的規範を個人に適用するために,あ く

までも各国の国内法を介在させ,法 的安定性を確保するという方法であった(3).

さて現在のグローバリゼーションによって引き起こされている上に述べたよ

うな犯罪現象の変化は,関 連する国際法規の数の増大を促進してはいるものの,

方法論的にはさほど大きい変化をもたらしているとはいえないだろう。なぜな

らば,国 家は国際的テロリストグループに対しても,属 地主義や属人主義など

国家の刑事管轄権の適用準則を用いて,従 来の国家管轄権の原則に従って,つ

まり従来の国際テロ行為条約に共通する方式で (自国の国内法で)審 理 ・処罰

することを基本にしているからである(4)。

しかしグローバリゼーションが国際刑事法に対してまったく影響を与えてい

ないともいうことはできない。国際刑事法にグローバリゼーションが提起して

いる問題は,既 存の法制度への直接的な作用ではなくて,む しろその背景にあ

る意識に与えた影響であるといだるのではないか.つ まリグローバルな交流手

段 (とりわけインターネット)が 普段は離れている人々の意識および意識の集

約化を可能としたことが重要である(5)。ィンターネットを通 じて,多 くの

civil society団体が中心となって情報を提供した結果,社 会的 。人道的関心が

地球規模で動員されるようになり,重 大な非人道的行為については自国の法秩

序に危険がもたらされたとは言えない場合であっても,国 際社会として,行 わ

れた行為を犯罪として処罰すべきであるという人々の意識の広が りを促進し

た(6)。このような意識が数種の国際的刑事裁判所の設立の推進力ともなった。
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(なお,本 稿では,複 数国の合意に基づいて設立された国際機関であり,刑 事

的審理 ・処罰を行うものを一般に 「国際的刑事裁判所」と呼び,ロ ーマ規程で

設立された国際刑事裁判所 International Criminal COurt(ICC)と区別する。)

たとえば,こ のような冷戦後の国際刑事裁判管轄の発展を支えた一人である

Bassiouniは国際刑事司法体制 a syStem of international criminal justiceを,

国際司法体制と国内司法体制がそれぞれ両方とも自らの機能を公平,公 正且つ

実効的に発揮できるようにするために両方を結びつける地球的規模の協力事業

であると定義づけたうえで(7),このような国際的刑事司法体制が発展するにと

もない,国 際社会はしだいに国際刑事司法を含めたグローバリゼーションを認

めるようになるとし,刑 事司法分野におけるグローバリゼーションを, とりわ

け国際的刑事裁判所の存在と結びつけて考えている(8).

しかしこのような現象的発展がそれ自体として国際刑事法の発展として肯定

的に評価できるかどうかには慎重であるべきである。すでに述べたとおり,従

来,国 際刑事法では国際法を個人に国際機関を通じて直接適用するのではなく,

国際法規範を受容した国内法を適用するのが主流であった。そこには個人の人

権は国内法上の細かな規定や安定した制度によって保護が確保されるべきであ

るという考慮があった。したがって,グ ローバリゼーションが刑事司法に与え

た影響を分析するためには,国 際機関としての国際的刑事裁判所が設立された

という事実をそのまま評価するのではなく,そ れが従来の国際刑事法の原則や

制度にはない特性,国 内法を通じた国際法の適用とは異なる意義の有無と,意

義があるとすればそれが何かを明らかにする必要があると思われる。

このような問題意識に立ち,本 稿では ICCを 取 り上げて具体的にその意義

を検討したい。ICCは 法的安定性を持つ常設的な機関として設立され,一 部

ではいわば国際刑事司法秩序の柱を担うであろう機関として評価されている(9).

その調和を支えているのが 「補完性の原則 principle of complementarity」で

ある.補 完性の原則とは,ICCの 事項的管轄権の対象となっている犯罪につ

いて裁判権を持つ国が捜査又は訴追を真正に行う意図又は能力を欠く場合にの

み,ICCが 管轄権を行使するという原則である。この原則の導入によって超

国家的刑罰権に抵抗がある国もローマ規程の採択に賛成することができたとい
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われ,高 く評価されるのが一般的である°の。しかしこの原則が ICCの 意義を

高める効果を持っているのか,ICCに 期待されている役割に照らして考えれ

ば問題は少なくない.以 下,本 稿では,国 際的刑事裁判所はどのような機能を

持つ裁判所として構想されてきたのか, これまでの国際的刑事裁判所概念を整

理したのち,ICCは どのような性格を持つ裁判所として位置づけられるのか

を明らかにする (第2章 )。そのうえで既存の国内裁判所における国際法上の

犯罪の審理 ・処罰にはない特性であるとされる ICCに おける免除 immunity

の問題について検討する (第3章 ).こ のような作業を通 じて ICCの 意義と

同時に課題を明らかにし,刑 事司法にグローバリゼーションが与えた影響の間

題点を考察していきたい。

2.国 際的刑事裁判所概念における

国際刑事裁判所 (ICC)の 位置づけ

そもそも国際的刑事裁判所はいかなる性質 ・役害」を持った国際機関であるの

か。一般には,国 際法上の個人の刑事責任は国際的刑事裁判所が,国 内法上の

個人の刑事責任は国内裁判所が裁判権を持つと理解される。しかし実定法上設

立が決められた国際的刑事裁判所は今日では10を超え,そ の国家実行を検討す

れば,事 項的管轄権の文す象となったガ巳罪が国内法規範に違反するのか,国 際法

規範に違反するのか,あ るいは両者に違反するのか, といった違反された規範

の性質だけを基準にして裁判権実現の形態が決定されているのではない。とり

わけ第二次世界大戦後は国際法の規範を積極的に国内法で受容することが促進

され,国 際法上の刑事責任も国内法に基づいて国内裁判所で訴追される基盤の

整備が進んだことが深く影響している°D。そこで次にこれまでに設立された国

際的刑事裁判所を,既 存の国内裁判所の裁判権との競合の有無によって分類し,

その性質を明らかにすることを試みたい.そ のうえで ICCの 裁判権の特徴に

ついて検討する。

(1)第 二次世界大戦以前の国際的刑事裁判所

まず,1919年 ヴェルサイユ条約で規定された特別裁判所 (a special tribunal,
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以下,特 別裁判所と略)力 あ`る。この裁判所は 「国際道義と条約の神聖性を害

する最高の犯罪」について,皇 帝ヴイルヘルムⅡ世の責任を問う目的で設立が

規定されたものである (ヴェルサイユ条約227条)。この特別裁判所は,純 然た

る国内法上の違法行為ではなく,国 際社会の秩序に対する侵害について,個 人

の責任を追及するために設立が規定された実定法上初の国際機関であった。確

かに, これ以前にも学説上個人の刑事責任能力は16世紀まで遡って議論されて

いたm.し かしヴェルサイユ条約では,当 該条約が規制の対象としている行為

を処罰する手続 (裁判所)の 設立を決めたことが特徴的である°“。ただし,周

知のとおり,ヴ ィルヘルムⅡ世の逃亡先であるオランダが身柄の引渡を拒否し

たので,特 別裁判所は実際には設立されることがなかった。

次に1937年国際刑事裁判所を創設するための条約 (以下,テ ロ裁判所条約と

略)°
引に規定された裁判所がある。これはテロ行為の防止と処罰に関する条約

(以下,テ ロ防止処罰条約と略)°
つと同時に採択され,テ ロ防止処罰条約で規定

される犯罪の処罰に関して設立されたものである (テロ裁判所条約 1条)は.゚

テロ防止処罰条約の締約国は,自 国の裁判所に訴追する代わりに,容 疑者をこ

の裁判所で処罰するよう求める権限を有した (同2条 ).

さて,特 別裁判所とテロ裁判所条約上の裁判所 (以下,テ ロ裁判所と略)と

の大きな違いは締約国の国内裁判所との関係に表れている.特 別裁判所では,

国際道義と条約の神聖性を害する最高の犯罪について,そ もそも国内裁判所の

裁判権は想定されていない.ヴ ェルサイユ条約では,戦 争の法規慣例違反

(228条),刑 法上の犯罪 (229条)に ついては国内裁判所の裁半」権を認めている

が, ヴィルヘルムⅡ世の行為については特別裁判所の裁判権 しか認めていない

のである.こ れに支すして,テ ロ裁判所条約上の裁判所は締約国の裁判権の存在

がまず前提とされる。テロ防止処罰条約では,テ ロ行為に関して締約国の刑事

管轄権の強化を図っており,ヴ ェルサイユ条約のように国内法を介在させない

責任追及を設定しようとしているのではない。つまリテロ裁判所条約に基づく

裁判所は締約国が国内法上の裁判権を何らかの理由によって行使しない場合の

代替的裁判所と性格づけることができる。

また裁判権の競合については,テ ロ裁判所については締約国がテロ裁判所を
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利用する権限を持つと規定されているに過ぎず (2条),テ ロ裁判所と締約国

の裁判所との間の裁判権の優越関係は設定されておらず,ま た調整する法規も

ない。締約国が訴追を取 り下げた場合は,テ ロ裁判所は裁判を停止しなければ

ならない (28条)の で,公 訴の提起の権限そのものがテロ裁判所と付随したも

の,換 言すれば諸国家から独立したものとしては想定されていないといえる。

このような点もあわせて考えてみると,国 際的刑事裁判所としての固有の機能

が観念されなかったといえる.

以上見たとおり,第 二次世界大戦以前には,国 内裁判所の裁判権を前提とし

ない (換言すれば,国 際的刑事裁判所は固有の機能があるとする)場 合の国際

的刑事裁判所と,国 内裁判所の裁半」権を前提とした上で,そ れが行使されない

場合にそれに代わって裁判を行うものとして機能する国際的刑事裁判所の二つ

の概念が存在した。前者の裁判権は国際的刑事裁判所に専属的ないし排他的,

後者の裁判権は代替的と性格づけることができる。後者のテ▼裁判所もテロ裁

判所条約が発効しなかったため実際に設立されることはなく,両 者とも実体を

持つには至らなかったが,す でにこの時期から国際的刑事裁判所に国家が期待

した二つの異なる役割があったことが重要である。

(2)国 際軍事裁半1所

第二次世界大戦終了時には,ナ チスドイツの指導者と日本の指導者を処罰す

るために国際軍事裁判所 International Military Tribunalsが設立された。国際

軍事裁判所の設立根拠は,ま ず ドイツについては,1945年 8月 8日 に米国 ・フ

ランス ・英国 ・ソビエ ト連邦によって締結された 「欧州枢軸国の主要戦争犯罪

人の訴追と処罰に関する合意」(いわゆるロンドン協定)は
つであり,こ こに主要

戦争犯罪人の処罰のための国際的刑事裁半J所 (以下,ニ ュルンベルグ裁判所と

略)の 裁判所規程が含まれている.ま た日本の戦争指導者については,1946年

1月19日に連合国最高司令官によって発せられた極東国際軍事裁半J所憲章 (極

東国際軍事裁判所条例)を 含む極東国際軍事裁判所の設立に関する命令PrOc_

lamatiOn and Charter of the lnternational Tribunal fOr the Far Eastでぁる。

両者とも, ドイツ 。日本が敵対 していた連合国の合意ないし命令によることが
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重要である。つまり,ニ ュルンベルグ裁判所と極東国際軍事裁判所は組織的に

は別個のものであるが,両 者とも連合国の 「ファシズムの侵略と暴虐に文ナする

リアクシヨン」
l181として構想されたものであり, このことを反映して,特 に事

項的管轄権の対象とされたガ巳罪に関して共通であった。それらの犯罪とは,①

平和に対する罪,② 戦争犯罪,③ 人道に対する罪,で ある (ニュルンベルグ

裁判所規程 6条 ,極 東国際軍事裁判所条例 5条).本 稿でも,以 下,必 要に応

じて両者を一括したものとして国際軍事裁判所という言葉を用いる.

ところで,連 合国は,戦 争終了までに戦争犯罪に関していくつかの声明を発

表しているが,国 際的刑事裁判所についてはモスコー宣言
°のが重要である。こ

の中で,「特定の地理的限定のない have nO particular geOgLphicaHOcalizadOn」

犯罪に関しては,連 合国政府の共同決定によって処罰することを宣言した の゙。

つまり戦争犯罪を犯行地の国内的裁判権に服すべきものと,国 内法上の裁判権

には服さず,連 合国の決定に基づ く裁判権に服するものとに分けたのである.

後者がニュルンベルグ裁判所と極東国際軍事裁判所として実現された。しかし,

行われた行為の上記のような性質すなわち 「特定の地理的限定のない」という

要素が,被 疑者が国内裁判所か国際的裁半」所かという審理の場をもっぱら決定

したと考えることはできない。第二次世界大戦における戦争犯罪の処罰は連合

国の政治的決定により主導された。つまリニュルンベルグ裁判所 ・極東国際軍

事裁判所の設立は,戦 間期の諸提案の直接的な延長にはなかった.む しろドイ

ツと日本の戦争指導者を他の戦争犯罪人とは異なって扱う方針を持った米国の

強い主導によって行われた0)。この点が国際軍事裁判所の裁判権の性質を考え

る上で重要である。        ・

国際軍事裁判所の事項的管轄権の対象, とくに,平 和に対する罪と人道に対

する罪の二つは, しばしば前例のない事後法であると非難されているのは周知

の通りである。しかしこの問題を本稿の問題意識から捉えなおしてみれば,平

和に対する罪や人道に対する罪についてはそれらの犯罪に裁判権を持つ国内司

法機関は存在しなかったということが重要である.む ろん,た とえば人道に対

する罪については,な された行為を個々の刑法違反の行為に還元して処罰する

ことは可能であろうが,犯 罪類型としての人道に対する罪はそれまでの国内法
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では規定されていなかったのであり,そ のことの当否はともかくとして,少 な

くとも平和に文すする罪と人道に対する罪について国際軍事裁判所は国内刑事裁

判権を前提としないものであったというべきである。したがって国際軍事裁半1

所は,戦 争指導者に関して他の裁判所には行使することができなかった裁判権

を持っていたのであり,国 際軍事裁判所の裁判権は,専 属的 (排他的)と いえ

よう②.

(3)国 連安全保障理事会決議に基づく国際的刑事裁判所

1991年旧ユーゴスラヴイア社会主義連邦共和国の領域内で行われた非人道的

な行為に関して,国 連安全保障理事会 (以下,安 保理)は ,そ の継続は国際の

平和と安全に対する脅威であると認定した (決議713号)上 で,1993年 5月 25

日には責任ある個人を処罰するための国際的刑事裁半J所の設置を国連憲章第七

章に基づいて決定した (決議827号)(International Criminal Tribunal for the

Former Yugoslavia,以 下,ICTY)。 さらに1994年にはルワンダの状態を地域

の平和と安全に対する脅威であると認定して (決議918号),11月 8日 ルワンダ

の内戦における非人道的行為に責任ある個人を処罰するための国際的刑事裁判

所の設置を国連憲章第七章に基づいて決定した (決議955号)(IntematiOnal

Criminal Tribunal for Rwanda,以下,ICTR)。

両者は同じく安保理決議に基づいて設置されたという法的根拠はもとより,

検察官が両者に対して同一である (ICTR規 程15条 3項 ),上 訴審の裁判官も

共通であるという (ICTR規 程12条2項 )組 織的連結も行われている.し かし,

両者は歴史的 ・政治的背景や当事者もまったく異なる紛争から生じた非人道的

行為を処罰するための国際機関であるので,両 者の裁判権の性質については別

個に検討することが必要である。

(A)ICTY  ICTYの 事項的管轄権の対象は ① 1949年戦争犠牲者の保護に

関するジュネーヴ四条約の重大な違反,② 戦争の法規慣fll違反,③ 集団殺

害罪 (ジェノサイド),④ 人道に対する罪である (ICTY規程2～ 5条).

これらすべてについて,旧 ユーゴスラビアは処罰の根拠となる国内法を整備

していた。つまり国内裁判所の刑事管轄権が予定されていた。また旧ユーゴ
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スラビア諸国は相互に降伏を行ったわけではないので,第 二次世界大戦時の

ドイツや日本のように国家として行為能力を失うことはなく,各 国の司法機

関は存続 した。 したがって ICTY規 程においては旧ユーゴ諸国の国内裁判

所の刑事管轄権行使を視野に入れ,そ れらと ICTYの 裁判権 との調整を

行っている。すなわち,ICTYは 国内裁判所の裁判権を前提 とし,そ の上で

すべての国の国内裁判所よりICTYが 優位すると規定 したのである (ICTY

規程 9条 2項 )。このような規程の構成からみると,安 保理が国際社会の名

の下に設置 した ICTYは 旧ユーゴスラヴイア諸国の国内刑事裁判権を代替

する性質を持っていたということができる。またその代替の必要性は犯行地

の国家の訴追意欲の欠如に見出すことができる
唸め.

(B)ICTR  ICTRの 事項的管轄権の対象は ① ジェノサイド,② 人道に

対する罪,③ ジュネーヴ条約共通第三条とジュネーヴ条約に対する追加第

二議定書の違反である (ICTR規 程 2～ 4条)。これらはすべて国内裁判所

の裁判権を認めており,ICTR規 程でもICTY規 程と同様に国内裁判所の

裁判権を前提とし,そ のうえで ICTRの 優位性を規定した (ICTR規 程 8

条 2項).こ の点からするとICTRも 国内の刑事管轄権を代替する機能を果

たす裁判所であると位置づけられるが,そ こには ICTYと は別の問題が存

在する。

ルヮンダは内戦に陥りその結果として政府が変わった後に ICTRが 設置

された。ルワンダにおいては,1990年にフツ族を中心とするルワンダ政府と

ツチ族を中心とする反政府勢力 (Rwandan PatriOtic Front,以下 RPF)の

武力衝突が起こり,1993年にはいったん停戦するが (アルーシャ協定),武

力衝突は1993年急速に激化 し,翌 1994年4月 6日 ,ル ワンダ政府の大統領機

が撃墜されたことをきっかけとして,RPFゃ ッチ族に対するジェノサイ ド

が行われた。しか し国連においてジェノサイドが行われたことが正式に認定

されたのは 6月 8日 の決議925号においてであ り
´
,翌 月 7月 18日には RPF

が新政権を樹立した。ところでルワンダは1994年に安保理の非常任理事国に

選出されていたので,ICTRの 設置に至る過程で自国の意思を表明する機会

を得ている.ル ワンダを代表する新政府は自国の裁判所による訴追に強い意
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欲を示し,実 際 ICTRの 設立に関して当初は賛同していたものの,次 第に

異論を唱え始め,決 議の採択時には反対票を投 じている1241。このようなルワ

ンダ自身の反対にもかかわらず ICTRが 設置されたことから,ICTRの 裁

判権の性質はルワンダの国内裁判所の代替ではなく,「あまりにも非道であ

るので」国際社会全体の法益を侵害する行為であると認識される行為を処罰

する 「国際共同体全体を代表する機関」であると性格づける見解もあるの。

なお,ICTY/1CTRと もに国内裁判所の裁判権を予定しており,自 らの

優位を定めていることはすでに見たが,さ らに一事不再理の規定を通しても

自らの正当性と有効性を確保することを図っている。すなわち同じ行為につ

いて ICTY/1CTRで すでに裁判を受けた場合には,国 内裁判所は裁判権を

行使することはできないが,他 方で,国 内裁判所で裁判を受けた者は,裁 判

を受ける原因となった行為が,通 常の犯罪とされた場合や国内裁判所の手続

きが公平なもしくは独立のものではなかった場合,国 際的な刑事上の責任か

ら被告人を保護することを意図したものであった場合又は訴追が誠実に行わ

れなかった場合には,ICTY/1CTRが 裁判権を行使できると定めている

(ICTY規 程10条2項 ,ICTR規 程 9条 2項).

(4)国 連暫定統治機構の支援による国際的刑事裁判所

lA)コ ソボにおける裁判所  1999年 3月 24日に行われた NATO軍 による空

爆後,国 連安保理によってユーゴスラビアのコソボ自治州にはコソボ国連暫

定 統 治 機 構 ( U n i t e d  N a t i O n s  l n t e r i m  A d m i n i s t r a t i o n  M i s s i o n  i n  K O s O v O ,以

下,UNMIK)ヵ ミ展開されることが決まった (決議1244号)。UNMIKは 立

法的 ・行政的 ・司法的権限を行使することを認められ,こ の権限に基づいて,

コソボで行われた国際人道法違反の行為の処罰を促進する役目を与えられ

た佗°。当初は ICTYに 倣い,国 際的刑事裁判所 (KosovO War and Ethnic

Crimes COurt)を設立することも提案されたが廃案となり,提 案された裁判

所の事項的管轄権の対象はコソボの国内裁判所で審理の対象とされることが

決められた0。 また採用された刑事手続はいわゆるhybrid方式と呼ばれて

いる。すなわち訴訟のすべての当事者は,刑 事手続きのいかなる段階におい
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ても,新 設された司法省に対して国際的検察官又は国際的予審判事を任命す

る請願や特別裁判部への事件の付託を求めることができるというものであ

る1289。この領域での文民の最高権限者である国連コソボ特別代表は,司 法省

の勧告をまってそのような特別の取 り扱いが必要な事件であるかについて最

終的判断を下す。なお,特 別裁判部とは現地の裁判官と国際的裁判官からな

り,国 際的裁判官のうち一人が裁判長を務めるというものである。国際的検

察官や国際的裁判官とは国連によって任命された外国人である1291.

(B)東 チモール  2002年 5月 20日に独立した東チモールで,国 連安保理は上

記コソボで行ったように,暫 定統治機構を設置した (United Na■ons Tran‐

sitional Administration in East Timor,以下,UNTAET)(決 議1272号)。独

立に際して,1999年 以降に東チモールで行われた国際人道法違反の行為につ

いて,ICTY/1CTR型 の国際的刑事裁半」所の設置も提案されたが退けられ,

インドネシア国内に設置された国内裁判所である人権特昇U裁判所 (ジャカル

タ)と 暫定統治機構の支援による国内裁判所のうち,特 にデリの地方裁判所

に重大犯罪について裁判権を持つ特別裁判部 (以下,デ リ特別裁判部と略)

がおかれ,双 方が裁判権を持つこととなった伯①.後 者が上述コソボに設置さ

れたのと同様にhybrid裁判所と呼ばれている.つ まり,国 連の暫定統治と

いう状態の中で国内裁判所が国際的 (外国人)裁 判官や法律家の支援を受け

て裁判を行うというものである0)。デリ特別裁判部の事項的管轄権の対象は

1999年1月 1日から1999年10月25日までに東チモールで行われた,集 団殺害

罪,戦 争ガ巳罪,人 道に対する罪,殺 人,性 的ガ巳罪および拷間である乳

このようにコソボ,東 チモールにおける裁判所は国連暫定統治機構の統治

の一環として行われている,ま た外国人が多数参加している, という意味で

国際的ないし国際化された裁半J所である。しかし国際法の執行のみを目的と

して新規に設立されたというのではない。またどちらも既存の国内裁判所の

裁判権を否定するものではなく,事 実上それらが機能不全であるという状況

に対して設置されたのであり,裁 判権の性質は代替的であるといえる。ただ

しデリ特別裁判部については,次 のような考慮も必要とされる。つまり25年

間 (1974年4月25日～1999年10月25日)に 及ぶインドネシア支酉己から生じた
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問題 (人権侵害)に ついては,デ リ特別裁判部の管轄権の対象から外され,

別途,受 容,真 実と和解のための委員会 Commission for Reception,Truth

and Reconciliationを設置し,そ こで処理することとなったω。こうした委

員会が並置されたことにより,共 同体としての和解は委員会で,重 大な犯罪

的行為は指示を出したであろう上官の刑事責任として刑事裁判にかけるもの

という役割分担を行ったという解釈もある1341.換
言すれば,デ リ特別裁判部

は一定期間中に行われた行為について上官の責任に関する専属的な裁判所で

あるという理解もされうるが,明 文の規定はないのであり,こ の点について

は裁判例の集積を待つ必要がある.

(5)国 連と関係国との合意に基づく裁判所

仏)シ エラ・レオーネ  国 連はシエラ・レオーネにおいてシエラ・レオーネ

国民と国連によって派遣された要員に対する暴力を懸念し,国 際人道法の重

大な違反とシエラレオーネ法における犯罪を行ったことに重大な責任を持つ

人物を訴追するために,独 立した特別裁判所の設置を安保理決議で勧告 した

(決議1315号)。これをうけて2002年 1月 16日国連はシエラ・レオーネ政府と

協定を結び,シ エラ。レオーネ特別裁判所 (以下,SL特 別裁判所と略)を

設置することを決めた
1351.sL特

別裁判所は国連を一方当事者とする国際協

定で設立されており,ICTY/1CTRの ような国連の補助機関ではない。他

方で SL特 別裁判所の活動を規定するのは設置合意協定に付属した裁判所規

程であり,シ エラ・レオーネ国内法上の裁判所でもない。

シエラ・レオーネには SL特 別裁半J所とは別に,有 効な国内裁判所の裁判

権が存在しているので裁判権の競合が生じる。これについては,SL特 別裁

判所はシエラ・レオーネの国内裁判所に優位すると規定する (SL裁 判所規

程 7条 )(た だし他国の国内裁判所には優位しない)。さらに一事不再理につ

いては,ICTY/1CTRに 類似の規定をおいている。すなわち,SL特 別裁判

所において処罰された行為については,国 内裁判所では処罰されない (SL

裁判所規程 9条 1項)が ,他 方で,国 内裁判所で裁判を受けた者は,裁 半」を

受ける原因となった行為が,通 常の犯罪とされた場合や国内裁判所の手続き
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が公平なもしくは独立のものではなかった場合,国 際的な刑事上の責任から

被告人を保護することを意図したものであった場合又は訴追が誠実に行われ

なかった場合には,SL特 別裁判所が裁判権を行使できると定めている (同

条2項)。このようにSL特 別裁判所とは別個の,有 効な国内裁判所の裁判

権を認めていることからすれば,SL特 別裁判所の裁判権の性質は,専 属的

(排他的)で はなく,代 替的であるといえる.し かし,SL特 別裁判所は,

人的管轄権の対象を 「最 も重大な責任 を持つ もの those whO bear the

greatest responsibihty(SL裁判所規程 1条 1項)」と特定している。この規

定を重視すれば,SL特 別裁判所は最も重大な責任を持つものに限って,専

属的 (ツト他的)裁 判権を持つと性格づけられるが, この規定は 「明確な管轄

権上の敷居ではなく」,「どういった要素を重視して捜査 ・起訴するかは,実

際上,検 察権に相当広い裁量権が残されていると考えられている」という見

解もある“ω.

(Bl カンボジア  カ ンボジアで何百万人もの人が殺害されたといわれる時代

は1970年代に遡る。しかし,国 連はようやく1990年代に入ってから関心を示

すようになり,い わゆるクメール ・ルージュと呼ばれるポルポト政権が主た

る責任者だとして,そ の責任を追及する試みを始めた.こ のような国連の側

の働きかけにカンボジアはしばしば抵抗を示し,特 に ICTY/1CTRの よう

な国連決議に基づく裁判所の設置の勧告には強く反発した η゙。しかし2000年

になってカンボジアの国内裁判所を利用する特別裁判部の設置で合意し,翌

2001年には,特 別裁判部の設置に関する法
3°が制定された。この特別裁判部

は,設 置に際して国際協定が結ばれたものの,設 立の根拠はカンボジア国内

法である。既存の国内裁判所との関係については,両 者の裁判権の競合は事

項的管轄権と人的管轄権の対象の限定によって回避されている。つまり,特

別裁判部は,設 置法に定められる犯罪について,民 主カンボジアの上級指導

者と最も責任のある者を処罰するという機能だけを与えられている (協定 2

条 1項,設 置法 2条)・
9.換

言すれば,特 別裁判部は一定の犯罪と一定の人

物に対する専属的 (排他的)裁 判権を持っているのであるにの。
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(6)ICCの 裁判権の性質

ICCは 国家の合意の結果として,つ まり条約を根拠に1998年設立され,

ICCの 設立条約であるローマ規程 (ROme Statute of the lnternational Crimin‐

」COurt)は2002年7月 1日 に発効した。ローマ規程はその前文で 「この規程

に基づき設立される国際刑事裁判所が各国の刑事裁判所を補完するものである

ことを強調し」ている。17条では当該事件が当該事件について管轄権を有する

国によって現に捜査又は訴追されている場合は受理しないと定めている (17条

1項 (a)).但し,当 該国が捜査又は訴追を真正に行う意図又は能力を欠く場

合は, この限りではないとも規定し (同上),自 らの役目は,そ のような状態

において代替的に裁判権を行使することであることを明らかにしている・り。こ

のような国内裁判所に対する ICCの 位置づけは 「補完性の原則」と呼ばれる。

補完性の原則は,17条 が規定する受理可能性の段階のみならず,ICCの 刑事

手続全般を貫く原則であるu.

さらに ICCの 裁判権の代替性の特徴は一事不再理の規定に表れている.

ローマ規程では一事不再理について20条で 3つのタイプを想定している。第一

が,ICCに おける再度の審理の禁止 (20条1項),第 二が ICCで 審理が終了

した事件について,他 の裁判所での再度の審理の禁止 (同条 2項 ),第 二が,

国内裁判所で審理を終了した行為について,ICCに よる審査の禁上である

(同条 3項)。第三の場合については二つの条件がついている。国内裁判所での

審理が被告人を刑事責任から保護するためのものであった場合 (同条同項

(a))や国内裁判手続きが国際法により認められた適正手続きの規範に従って

独立かつ公正に行われず,ま たは,そ の事情において,そ の者を裁判に付すと

いう意図と両立 しない方法によって行われた場合 (同条同項 (b))は,一 事

不再理の禁止は及ばず,ICCは 裁判をおこなうことができるというものであ

る“Э.

ICTY/1CTRに も一事不再理の効果を限定する規定があるが,ICCと 異な

るのは,ICTY/1CTRで は国内裁判所が事件を 「通常の犯罪」として処罰し

たら一事不再理は働かず,ICTY/1CTRが 処罰できる (10条2項 (a))とし

ている点である“°。これは国際法上の刑事責任についてはICTY/1CTRが 管
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轄権を持つという強い意思の表れであり,ICTY/1CTRの 国内裁判所に対す

る優位から導かれる・9.

このように ICCの 裁判権の性質は,単 に前文や補完性の原則のみならず,

一事不再理の規定からも,国 内裁判所の裁判権の存在を前提とする代替的なも

のであるといえるし,ま た同じく代替的といらても,ICTY/1CTRと 比べる

と, より国内裁判所の管轄権行使を尊重するものといえるに°。

以上の検討から明らかなとおり,90年 代以降に設立された国際的刑事裁判所

はカンボジアを除いて国内裁判所の裁判権を原則として認めているのであり,

国内裁判所の裁判権を予定せず,専 属的 ・排他的に裁判権を行使 した国際軍事

裁半J所とはまったく性質が違うことがわかる。他方で,代 替的といっても,一

定の場合に国際的刑事裁判所の判断で介入することを認められるという法構造

は大きな問題を抱えている“η.つ まり国内刑事管轄権が機能しない場合に裁判

権を行使するのが ICCの 存在意義であるとしても
1481,これまでの実行を見る

ならば,お よそ国内刑事司法体制が機能不全に陥っているあらゆる場合に国際

機関が介入したとは到底いえない。そうであるとすれば国連や ICCの 介入が

政治的 (恣意的)過 ぎるという批半Jを免れるためにも,刑 事裁判権の配分の基

準ないしは 「国際的刑事裁判所でなければ呆たせない機能」力`国際法上確定さ

れていなければならない。次に章をあらためて国際的刑事裁判所 とりわけ

ICCに 期待されている役害」を具体的に検討することによって, この点を考察

することにする。

3.ICCに おける 「刑事手続からの免除 immunity」 の否定の意義

(1)国 際的刑事裁判所の特性

これまで国内裁判所にはない国際的刑事裁判所の機能として具体的に指摘さ

れた特徴に,国 際法上,一 定の人物に与えられる刑事管轄権からの免除 im_

munity(場 合によっては免責と訳されることもあるが,本 稿では immunityの

訳語としては (刑事であっても)免 除を使用する)の 否定がある。つまり国際

法上の犯罪を行った者は,通 常であれば国際法上,刑 事裁判権からの免除を享

有できる者であったとしても,そ の特権は否定され,裁 判権に月風さなければな
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らないという。このような考え方は,た とえば,テ リの元国家元首であるAu_

gust PinOchetのイギリスにおけるスペインの請求にかかる引渡請求事件
僣"や

国際司法裁判所 (IC」)に おける 「逮捕状事件 (Case Concerning the Arrest

Warrant of ll Ap五12000,コ ンゴ対ベルギー)」
Gのの傍論でも示された.特 に

後者,逮 捕状事件においては,ICCを 特定してその重要な役割として評価 し

ている.

この事件は,2000年 10月17日,自 国の外務大臣に文寸して発せられたベルギー

の逮捕状の ICPOを 通 じた伝達が外務大臣が国際法上享有している刑事手続

からの免除と身体の不可侵の特権を侵害したとして,コ ンゴが ICJに 逮捕状

の取り消しなどの仮保全措置の請求を申し立てたことを発端とする。2002年2

月14日に下された本案判決では,IC」 はコンゴの主張を認め,現 職の外務大臣

については,た とえ容疑が国際法上の犯罪であったとしても,彼 の職務の必要

性から与えられる国際法上の特権が否定されることはないと判示したのである.

本稿の問題関心から注目すべきなのは,ICJの 次のような判断である。すなわ

ち,裁 判権からの免除は,外 務大臣の職務にある間は訴追を不可能にするが,

刑事責任は存続するのであり,自 国での訴追,自 国が明示的に免除を放棄した

場合の外国裁判所での訴追,公 的地位を離れたあとの外国裁判所での訴追 (職

に就く前の行為や後の行為,現 職にある間の私的行為について),ICCで 訴追

される場合の四つの場合には容疑者は責任を問われるとしたのである。さらに

より具体的にローマ規程においては免除を排除する規定もある (27条2項 )と

指摘したにD。

(2)刑 事裁判権からの免除に関する法規

ICCに おける免除の規定の具体的意義を検討する前に,そ もそも刑事裁判

権からの免除に関してどのような国際法規が成立しているのかを確認する必要

がある.ま ず重要なことは,国 際法上裁判権からの免除は民事に関して発展し

てきたものだということである.国 家免除に関する法規は国家が私人の領分と

されていた経済などの分野に行動半径を拡大するにつれて,絶 対免除主義から

制限免除主義へ変化したことはよく知られている.制 限免除主義へ展開するに
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際して,国 家免除の適用範囲の決定に関して,主 体的 ratiOne personaeと事項

的 ratiOne materiaeの二種類の基準を立て,さ らに事項的対象を主権的行為と

業務管理的行為とに区別して判断される傾向にある5の。

さて,学 説の主流は, このような民事の国家免除に関する法規を類推して,

刑事裁判権からの免除の範囲を確定するために,属 人的 ratiOne personae

(perSonal面munity)ゃ事項的 (機能的)radOne matenae(funciOnal i―unib71

といった基準を用いて分析する.こ の手法の代表的論者である Casseseは両

者を次のように説明する。国際法上の免除には二つの種類が存在する.機 能的

免除と属人的免除の二つである.前 者は国際慣習法上成立したものであり,す

べての公務員は公的資格で行った行為について,個 人として責任を問われない

という原則である (責任を問われるのは国家自体である)。これに対して属人

的免除は,国 際慣習法と条約によって認められており,国 家元首など特定の地

位にあるものについて,現 職にある間,た とえ私的行為であったとしても,そ

の行為すべてに関して外国の刑事裁判権から免除されるという.こ れらは国内

法上の犯罪について認められてきたが,国 際法上の犯罪については機能的免除

は認められない.国 際判例や ICTY/1CTRの 実行に照らせば,重 大な国際犯

罪については国家政策の一部として行われたとしても,実 行行為者に個人とし

ての刑事責任を問うという国際慣習法が成立していると見る。他方,属 人的免

除は国際法上の犯罪についても認められるが,公 的地位を失った後は,こ の免

除が認められず,訴 追される可能性がある, という
1531.しかし,下 の国際法委

員会による検討からも明らかな通り,こ のような整理の仕方が必ずしも国家実

行によって支持されているとは言いがたく,ICJも この基準を採用しているの

ではない。

さて,国 際法上の犯罪に関して,刑 事裁判権からの免除の否定の問題を考え

る際に最も重要な国家実行は国際軍事裁判所である。ニュルンベルグ裁判所は,

その憲章第 7条 において,「被告人の公的な地位は,国 家元首であろうと政府

機関の責任ある役人であろうと,責 任から免れさせたり処罰を軽減するものと

みなされてはならない」と定め,実 際にナチスドイツの政府高官が訴追された。

また極東軍事裁判所条例においても第6条 で同様の規定をおいた (ただし後者



世界法年報第24号 (2005)

には国家元首に関する言及がない6°
).両 者とも公的な地位は犯罪の成立を阻

まないという点で一致 している.し か しそれ以上の意味,つ まり被告人が仮に

第三国へ逃れた場合に刑事手続 きからの免除を申し立てることまで排除したの

かどうかは明らかではない。

戦後,人 類 の平和 と安全 に対す る罪 の法典化 を試 みた国際法委員会

(International Law Commission,以下 ILC)は ,実 際にニュルンベルグ裁判

においては,act of Stateゃimmunityに よる抗弁,さ らに国家主権の法理を

すべて退けたこと,ま た犯罪の成立に関する抗弁として公的地位を援用できな

いことを規定 した ContrOI CouncI Law No.10(4条 )や ICTY規 程 (7条

2項 ),ICTR規 程 (6条 2項 ),ニ ュルンベルグ原則 (第三原則),1954年 人

類の平和 と安全に対する法典案 (3条 )な どを検討 したうえ,1996年 の法典案

第 7条 に,「公的地位と責任」 と題 して,次 のような規定をおいた。「人類の平

和 と安全に対する罪を犯 した個人の公的な地位は,彼 が国家元首や政府の長 と

して行動 したとしても,彼 の刑事責任を解除したり処罰を軽減するものではな

ぃ」
(55).

ところで, これらの国際的文書の諸規定が意味することは, どのような性質

の免除なのか。この問題に関しては,ILC自 身の次のコメントが有益である。

「第 7条 は,人 類の平和 と安全に対する罪を犯 した個人が,た とえ彼が犯罪を

構成する行為は彼の職務の遂行 exercise of his functionsで行われたと主張 し

たとしても,そ の公的地位を,そ の責任から免れさせるあるいは彼に免除を与

えるような状況 Circumstanceとして援用することを妨げることを意図してい

る.(中 略)ニ ュルンベルグ裁判の判決で認定されたように,国 際法上のガ巳罪

を行った者は,適 切な手続きにおいて彼の公的地位を処罰から逃れるために援

用することはできない。適切な司法手続きにおいて,訴 追又は処罰に関して手

続的 prOcedural免除がないということは,実 体的 Substantive免除や抗弁 de_

fenCeがないことの重要な必然の帰結である」
5°.

さらに,公 的地位による抗弁を認めない理由について,ILCは 人類の平和

と安全に対する罪は, しばしば政府の権限ある立場にある者の関与がなければ

行われない性質であることをあげている。これらの犯罪は国家的な関与が必要
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であ り,実 行行為者のみならず,む しろそれ以上に計画を立案する立場にあっ

た者の責任が重いという認識を示している
“の.

つまりILCの 考え方では,一 定の行為が国際法上の犯罪 として成立する際

に,そ の成立を妨げる要素として公的地位の抗弁を認めないということと,そ

れ とは別個なものとしてその犯罪に関する訴追と審理において通常であれば認

められる特権である免除が禁止されるということがあり,両 者を概念上区別 し

ていることがわかる
158.

このような区別は先の逮捕状事件で も踏襲されている。「国内裁判所の裁判

権を統制する法規は,裁 判権免除 jurisdictional immunitiesを統制する法規 と

は注意深 く区男Uされなければならない.(中 略)一 定の重大な犯罪を防止 し処

罰するためのさまざまな国際条約が,国 家に対 して引き渡すか訴追するかの義

務を与え, もって刑事裁判権の拡大を求めているにしても,そ のような拡大が,

外務大臣に対するものも含めた国際慣習法上の免除に影響を与えた りはしない。

免除は諸条約で設定された裁判権を行使する場合であっても,外 国の裁半」所に

おいて依然として有効に主張することが出来る (opposable)のである」 (パラ

グラフ59)。

このような区別を視野に入れて,国 際文書を検討 してみると,ILCに よっ

て検討された上記の国際文書に加えて,た とえばジェノサイ ド条約 (4条 )で

も地位の不間を定めている。しかしいずれも明示的に手続的免除を禁上 したも

のはない.つ まり実体法の次元,犯 罪の成立の段階で,国 内法上の地位が国際

法上の責任を阻却する根拠 とならないということを意図しているというべきで

ある。これに文寸して,さ らに一歩進んで執行の次元での,例 えば外国 。国際的

機関における逮捕や強制的な取調べからの免除までも当然に意味すると解する

のは疑間である.そ うだとすれば, この点にこそ ICCの 重要な役割が認めら

れる。先に上げた逮捕状事件における判断は,CasSese説 に立つ論者からは重

大な国際法上の犯罪は免除の例外として扱われるべきだとする慣習法が成立 し

つつあるという点を無視 しているとして強い批判を受けているが
6鋤

,免 除に関

して実体的免除と手続的免除という二つの概念の区別に従って判断を下し,こ

の問題への一定の明確な判断を与えたことが重要である
“の.そ こで評価された
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のは手続的免除であり, ローマ規程が平等な国家間に妥当する慣習法規則であ

る免除を明文で排 したことを指摘 したことが重要なのであるQ).

(3)ICC規 程における免除

ローマ規程27条はまず 1項で 「この規程は,公 的資格に基づくいかなる区別

もなく,す べての者に平等に適用される。とくに,国 家元首もしくは政府の長,

政府もしくは議会の一員,選 出された代表または政府職員としての公的資格に

より,い かなる場合においても, この規程に基づく個人の刑事責任は免除され

ず,ま た,そ のことにより減刑の事由を構成 しない.」と定め,ま た 2項 は

「国内法に基づくか国際法に基づ くかを問わず,個 人の公的資格に伴う特権ま

たは特別な手続上の規貝」は,裁 判所が当該個人に対して管轄権を行使すること

を妨げるものではない。」と定める.こ れまでの検討で明らかなとおり,刑 事

手続における免除といわれているものには,実 体法における個人の刑事責任の

成立を阻げるという意味でのそれと,国 際法上特権として与えられている裁判

権からの免除という手続法上のそれの二種類があるが,27条 では1項で前者を,

2項 で後者を定め,ICCと 締約国との間でいかなる免除も主張する余地がな

いように規定している0。 このことは免除の問題においては高く評価されるべ

きであるが, しかしその効果についてあらためて検討する必要があると思われ

る。

ところで,前 提として確認 しておくべきことに,免 除の問題は裁判権の帰属

先の性格から導かれているのではない, という点がある.換 言すれば,刑 事手

続からの免除は国家間に妥当する問題であり,国 家とICCと の間にはそもそ

も妥当しないという見解が一方にあるが“め
, こうした 「国家なのか国際機関な

のか」という基準で免除が認められるのではない。先の ILCの 考えを今一度

引用すれば,「適切な司法手続きappropriate iudiCial prOceedingsにおいて,

訴追又は処罰に関して手続的免除がないということは,実 体的免除や抗弁がな

いことの重要な論理必然」ωであって,問 題 となる国際法上の犯罪の審理に

「適切」であれば,国 内裁判所であろうと国際的刑事裁判所であろうと,機 関

の性格は問題とされていないω.
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このような理解を前提として,さ らに ICCが 捜査 。逮捕権限がある執行部

隊を持っているのではないことに注目しなければならない。つまりICCが 刑

事管轄権を行使するためには容疑者や証拠が所在する国の協力をとりつけなけ

ればならない。他方で,国 家は他国との間で国際法上の主権免除や外交特権の

ルールに拘束される。したがって,あ る事件で,容 疑者が犯行地や国籍国から

逃亡しているような場合であって容疑者が国際法上の免除を亨有している場合,

ICCの 管轄権行使に関して免除は否定されているということが真に意味を持

つためには,ICCと 犯人が所在する国との間の関係だけではなく,ICCの 要

請を受けている国が他国との間ですでに国際法上負っている義務をいかにJF除

できるかが重要になる。つまり,ICCと 締約国の間の関係を規律する27条2

項だけでなくて,国 家と国家の間にすでに存在する義務に対して, ローマ規程

がどのような修正を行いうるのかを確認する必要がある。

この点に関して重要なのは,98条 1項である.98条 1項は 「裁判所は,第 三

国の人または財産に関する国家免除または外交特権免除についての国際法上の

義務に反して行動することを被請求国に求めることとなる引渡の請求または援

助の要請の手続きを進めることはできない.但 し,裁 判所が免除の放棄に関す

る当該の第三国の協力をあらかじめ得ている場合はこの限りではない。」と定

める.ICCの 締約国はローマ規程上の義務と同時に他国との間にも外交特権

や軍隊の地位協定などに関する義務を負う。国際法上特権を有する者が自国に

滞在 している時に ICCか ら引渡要請がなされた場合,当 該国の ICCに 対す

る義務と他国に対する義務が抵触することになる.こ のような事態を想定し,

締約国がローマ規程上の義務を果たすことが出来なくても, ローマ規程違反に

ならないようにするための規定が98条であり,上 に上げた1項のほか, 2項 で

は地位協定など外国軍隊の駐留を想定した規定となっている“°。さて, 1項 で

は ICCが 第三国に特権の放棄を依頼し,そ れが受け入れられれば被要請国が

ICCか らの要請に応 じることが出来ることも定めている。しかし放棄が受け

入れられなければ,締 約国である被要請国は身柄の引渡に応 じることは出来ず,

その結果,要 請の対象となっている者の刑事手続きからの免除が認められるこ

とになってしまうのである。ただし,第 三国が ICCの 締約国の場合は,一 般
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的に ICCに 協力しなければならない義務を負っている (ローマ規程第 9部 ,

特に86条87条)こ とから,ま た27条1項 の解釈
“ηによって,免 除を否定しなけ

ればならないという見解もあるが,第 三国が非締約国の場合は同意なしに放棄

させることは出来ない。ここから明らかなとおり,27条 がすべての免除を否定

していると言っても,そ れは締約国が ICCに 対して協力を行う際には機能す

るが,証 拠や身柄が非締約国にある場合には当然には効力を及ぼさない。つま

リローマ規程の免除の否定に関する規定が有効になるのは関係国がすべてロー

マ規程の締約国である場合か,tヽずれかが非締約国であっても,そ のときad

hocに ICCの 管轄権行使に同意する場合だけとなる。換言すれば,処 罰に賛

成する国家の意思が免除の規定の有効性に決定的であるということができる。

そうだとすれば,こ のことは単に ICCの 実効性に関して重大な疑間を生じさ

せるばかりではなく,そ もそもICCの 存在意義にも大きな問題を投げかけて

いるといわなければならない。なぜならば ICCは 犯罪が不処罰におわっては

ならないという目的意識のもとに作られたものだからである。換言すれば,関

係国が処罰する意思があるような場合はそれら国内裁判所によって処罰するこ

とが可能である.近 年,刑 事管轄権に関して補充的基準であるとされてきた普

遍主義による国内裁判所の刑事管轄権行使も活発になっている“め。しかしいま

だ多くの場合関係国が処罰を行わない,行 えないからこそ ICCの 管轄権行使

が望まれたはずである。確かに公的地位の高いものは国際法によって特権が与

えられうるから,27項 2項 によってそのような地位の者でもICCが 裁判権を

行使するというルールは,逆 にそのような地位の高い者を審理 ・処罰する機関

として ICCの 特性が考えられているということもできる.し かしその場合で

あっても関係国の同意が必要な点には変わらない。したがって,ICCの 免除

とりわけ手続的免除の否定の有効性が国家の意思に委ねられるというICCの

制度には根本的な問題があり,期 待と現実との溝を埋めるための努力が必要と

されているというべきである1691.

4。お わ り に

本稿で検討してきたとおり,近 年では国際的刑事裁判所は裁判権を持つ国が
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何らかの理由で刑事管轄権を行使できない場合に介入すべき代替的な機能を持

つ国際機関であると理解されるようになっている.そ こでいかなる場合に国際

的刑事裁判所が代替すべきかについて国際法規が成立する必要があるが,こ の

点については一般国際法上確立したルールはなく,本 稿で検討したとおり国際

的刑事裁判所がそれぞれの必要性によって設立されていることを考えれば,急

速な成立も望めない。確かに ICCは 特定の紛争と結びつけられることなく,

いわば国際社会のための裁判所として設立されている。そして ICCに は重大

な非人道的行為に責任のある者が処罰されないのは不正義であり,犯 行地の刑

事裁判権が機能しないなら,そ れは国際社会の責任と負担において処罰される

べきであるとの期待が寄せられている。しかしICCに は条約の拘束力を超え

た強制力は存在 しない.ICCの 実効性はひとえに関係国の意思にかかってい

る.こ のような体制のもとでは,ICCの 発展のためには国際協力の必要性を

説くほかはない.

その国際協力を推進するためには ICCの 正統性を高める必要がある。一方

で BassiOuniゃCasseseのように,刑 事手続を通じて正義がもたらされるこ

とが平和につながり,ま た被害者の救済に不可欠であるとする考え方があり,

このような考え方をとる論者が学説では主流といえるであろう°O.し かし他方

で,こ れまでの国際的刑事裁判所が大規模な武力紛争の後にその解決の一環と

して設置されていることに注目して,そ こで求められてきたのは個人の刑事的

制裁というよりむしろ歴史の確定だとし, こうした国際刑事裁判権の発展の意

義そのものを疑う意見もある0)。このような考え方の対立はそれぞれの論者の

国際法全体に対する認識や方法論を反映しており,一 致点を見出すのは困難で

ある。もとよりICCと いう概念に対 してどのような立場をとるにせよ, ロー

マ規程は発効したのであり,今 後は ICCが どのような実行を積み重ねていく

かが注目される。換言すれば,今 後 ICC自 身がいかなる場合に自らの裁判権

行使を有効であると判断するかである。戦前のテロ裁判所では公訴の権限その

ものが国家から独立したものではなかったのに対して,ICTY/1CTRで は国

連加盟国から独立 した検察官を用意したし (ICTY規 程16条),ICCに も締約

国とは切り離された検察局が用意されている (ローマ規程42条1項).し かし
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ICTY,ICTRの 訴追が政治的にどれほど独立性を保てたかには大きな疑間を

残したことを考えれば
″°
,ICCが どのような判断を積み重ねていくかが自ら

の存在意義にとって最も重要となろう
1731.

ICCの 前文には,「すべての人民が共通の絆で結ばれ,ひ とつの共同の遺産

によってその文化が結ばれていることを自覚」するとある.グ ローバリゼー

ションによって,確 かに漠然とした一体感が国際社会に広がっているのかもし

れない.し かしICCが 成立したいまも国家の意思を成立基盤とする国際法の

枠組みは変化していない。関係国の意思の欠如により,自 国での処罰もICC

における処罰も行われない非人道的行為は事実として生じる.そ のような非人

道的行為を減らすためには,事 後的な容疑者の刑事的キ1裁の制度化のみに焦点

を当てるのではなく,国 際法上のさまざまな制度を駆使しての,対 立の土壌と

なる貧困の撲滅など事前的な努力も,現 代の国際社会においては依然として必

要とされていると思われる。
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Separate OpiniOn 6f Judges Higgins,Koooijmans&Buergenthal,para.78.

(69)な おローマ規程における不公正を指摘 しローマ規程の修正を主張するものに,

Francisco Orrego Vicuna,The lnternational Crilninal Court and the ln and Out

Club,2 JIC」(2004),pp 35-37.

(70)Bassiouniには膨大な著作があるが,比 較的最近の著作 として,op.cit.,pp.

673740.同 様に Casseseもこの問題について大量の著作があるが,さ しあた り

Antonio Cassese, On the Current Trend towards Crirninal PrOsecutiOn and

Punishment fOr Breaches Of lnteΠ lational Humanitarian Law",9E」 IL(1998),

pp.2-17.

(71) Martti KOskenniemi,Between lmpunity and Show Trials, 6 Max Planck

UNYB(2002),pp.1-35。また方法論的問題点を強 く意識 しつつ,ICTRを 批判

的に検討 した ものとして Josё Alvarez,Crimes of States/C五mes Of Hate:Les‐

sOns from Rwanda,24 Yale」Ournal of lnternational Law(1999),pp.365-483.

(72)例 えば NATO軍 の攻撃を ICTYが 起訴 しなかったことをどう評価するかで

ある. ICTY,Final Report to the Prosecutor by the COmmittee established to
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review the NATO Bombing Campaign against the FRY,8」une 2000,39 1LA/1

(2000),p.1257).ICTRについて弁護人としての経験を踏まえて批判を展開する

ものに Da宙d PacioccO,Defending Rwandans BefOre the ICTR:A Venture

Ful1  0f  Pitfalls  and  Lessons  for  lnternational  Crinlinal  Law,  in

DumOnt/BOisvert,op.cit.,pp.97-131.ICCの検察官の行動は ICC全 体の公正

さと密接に結びつくという観点から,検 察官の正統性と責任を確保するための試

みについて, Allison MarstOn Danner,Enhancing the Legitimacy and AccOunta―

bility of PrOsecutorial Discretion at the lnternational Criminal Court,97A」IL

(2003),pp.510-552.

(73)2005年 1月現在,ICCに はウガンダ, コンゴ民主共和国,中 央アフリカ共和

国から事件が付託されている。前 2者 については捜査が開始された.ICCが そ

の存立基盤としている国内刑事管轄権の尊重を国家自らが放棄するようなこのよ

うな付託は,本 稿で検討した ICCの 問題点とは性格が非常に異なる。こうした

自発的付託について,ICCの 判断とそれが ICCの 将来に与える影響が注目され

る。 Claus Kress,`Self_Referrals'and`Waivers Of Complementarity'っ 2」ICJ

(2004),pp.944-948.またこれと関連するが別の問題として,ICCを 含め個別化

している国際的刑事裁半J所が生み出す裁判例の一般国際法に対する影響は重大な

問題である.各 裁判所における国際慣習法の認定方法をめぐる問題のほか,認 定

された国際法規の統一性の課題もある.ICTYに おける国際慣習法認定の特徴に

ついて,日 中則夫 「慣習法の形成 ・認定過程の変容と国家の役割」国際法外交雑

誌第100巻4号 (2001),14-17頁.国 際的刑事裁判所の拡散による判例の多様化

を楽観的 ・肯定的に捉える見方として FaustO Pocar,The PrOliferation of lnter_

national Crirninal Courts and Tribunals_A Necessity in the Current lntematiOnal

Community,2 JICJ(2004),pp 304-307.さらに各国際的刑事裁判所で国際法の

原則として認定されたものが国内裁判所の判断に与える影響は国際法と国内法の

効力順位だけではなく,法 規の内容に踏み込んだ検討によって判断される必要が

あろう.こ れらは今後の検討課題である。
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